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１．本年 1 月から協会けんぽの届出様式が新様式となり、受取代理人欄が削除されました。
　協会けんぽは協会けんぽ内部のシステムの変更などにより、定期的に届出様式を見直
ししていて、本年 1 月から新様式へ変更し、すでに運用が始まっています。
　新様式では傷病手当金や出産手当金の様式から「受取代理人」の欄が削除されました。この受取代理人
とは、被保険者が、代理人が給付金を受領することを委任する「法律行為」として行われてきました。そ
のため、旧様式には「本申請に基づく給付金に関する受領を下記の代理人に委任します。」という文言が
あり、協会けんぽから代理人に対し給付金が支払われていました。健康保険法では被保険者へ給付金を支
払うことが原則であることから、今回、被保険者へ確実な給付金の支払いを行うため、給付金の振込口座
は、相続の場合を除き、被保険者本人のものに限られました。
　また、旧様式は本年 1 月以降も使用できるとしていますが、新様式で申請した場合に比べて事務処理等
に時間を要する場合があり、新様式の使用を推奨しています。
　なお、申請書が新様式に変更となったため、協会けんぽの「健康保険制度・申請書の書き方」ガイドブッ
ク（https://roumu.com/archives/115104.html）も更新されました。

２．本年 3 月からの健康保険料率が 10.02％に、介護保険料率は 1.82% になる予定です。
　本年 1 月 30 日に全国健康保険協会運営委員会が開催され、本年度の健康保険料率「案」が決定されま
した。昨年 11 月 24 日に全国健康保険協会運営委員会が開催され、運営委員会理事から平均保険料率（都
道府県単位保険料率の全国平均）については、「65 歳以上の高齢者人口が最も多くなる令和 22 年に向け
て、医療費適正化や健康寿命の延伸に最大限保険者の役割を果たしながら、できる限り長く平均保険料率
10％を超えないよう努力していきたい」という発言を踏まえ、神奈川支部で評議会が開催され、本年度
の健康保険料率「案」10.02％が（9.85％から 0.17％引き上げ）了承されました。神奈川支部の評議会
での意見は、「中小企業の経営環境が悪化する中での大幅な保険料率の引き上げ回避の要望を踏まえると、
短期的な視点からは、当支部の本年度保険料率を現行の 9.85％程度に据え置くことが望まれますが、中
長期的な視点に立てば、全国平均保険料率は 10％に維持するべきであり、全国平均保険料率 10％を所与
とした当支部の本年度保険料率 10.02％への引き上げは、やむを得ないと思料します。」としています。
　また、今後の保険料率について、当支部の保険料率が全国平均保険料率を初めて上回ることとなりました。

「これはここ数年の当支部の加入者一人当たり医療費の伸びが相対的に高かったことを主因とするものであ
り、今後、医療費分析の深化などを通じて、医療費適正化の取り組みをさらに強化していく。」としています。
介護保険料率は全国一律で 0.18％引き上げられ 1.64％から 1.82% に引き上げられる予定です。正式な
決定は厚生労働大臣の認可を受けてからになります。

３．本年 4 月から出産育児一時金 が増額され 50 万円になる予定です。
　正常な分娩はケガや病気ではないため、健康保険における療養の給付の対象外となっていますが、健康
保険では被保険者とその被扶養者が出産したときに出産育児一時金を申請することで、分娩費用の補助と
して一時金が支給される制度があります。
　出産育児一時金の額は現在、1 児につき 42 万円（産科医療補償制度に加入されていない医療機関等で
出産した場合は 40.8 万円）が支給されています。今回この支給額について、社会保障審議会医療保険部
会で「出産育児一時金の額は令和４年度の全施設の出産費用の平均額の推計等を勘案し、本年４月から全
国一律で 50 万円に引き上げるべき」とされたことで、増額する政令案が出されました。政令案は、産科
医療補償制度の加算対象となる出産に係る出産育児一時金の支給額について、総額 50 万円（48.8 万円＋
加算額 1.2 万円）とするもので、政令案の公布は 1 月下旬、施行は 4 月 1 日が予定されています。

令和５年上半期の健康保険改正事項について
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藤沢法人会は
e-Taxを推進しています！

令和５年度税制改正大綱　インボイス制度の改正などについて

　昨年 12月、与党自民党 · 公明党から令和 5年度税制改正大綱が発表されました。
　今回の大綱では、周知や理解、事業者の事務手続きの準備が進んでいないためかインボイス制度の
改正案が盛り込まれました。そこで多くの事業者に影響するインボイス制度の改正案を中心に、大綱
の内容について取り上げてみたいと思います。

　消費税のしくみ
　改正案の前に、まずは消費税のしくみについて確認してみましょう。
　消費税は本来消費者が負担すべきものですが、消費者が直接納税することはありません。消費者から売上代金を受領
した事業者が消費者に代わり納税します。例えば 110万円（消費税 10％込）の売上代金を受領した事業者は、10万円
を納税するイメージです。
　しかし、実際は納税額 10万円ではなく、商品を仕入れたときに支払った消費税を引くことができます。77万円（消
費税 10％込）の仕入れを行っているときは消費税 7万円をすでに負担していることになりますので、10万円から 7万
円を引いた 3万円を納税します。（仕入れにかかる消費税以外にも、消耗品費や水道光熱費など経費にかかった消費税
も引くことが出来ます。経費にかかった消費税も含めて「仕入れにかかる消費税」と呼びます。）
　つまり、売上にかかる預かった消費税から、仕入れにかかる支払った消費税を引いた額が納税額となります。（簡易課
税制度の説明については、紙面の都合上今回は省略します。）
　
　インボイス改正案１　小規模事業者への経過措置　2割負担
　大綱では小規模事業者（年商 1,000 万円未満）への影響を考慮し、納税額を売上にかかる預かった消費税の 20％に
軽減する 3年間の経過措置が設けられました。先の例でいうと 10万円× 20％で２万円の納税となります。
　これにより小規模事業者は仕入れにかかる消費税を計算することなく、売上の金額だけ把握すれば納税額を算出でき
ることになります。また、納税負担そのものも軽減されます。

　インボイス改正案２　中小事業者への経過措置　事務負担軽減
　また、年商 1億円以下の事業者に対する 6年間の軽減措置があります。
　当初インボイス制度では、仕入れの金額に関係なく帳簿だけでなく請求書等（インボイスの登録番号が記載されたもの）
を保存することが条件となっていましたが、改正案により 1万円未満の取引については帳簿のみの保存で控除できるこ
とになりそうです。

　インボイス改正案３　少額な返還についてのインボイス交付義務の見直し
　当初インボイス制度では、少額な値引き等（振込手数料分の値引きなど）についても、返金や返還に対する書類（返
還インボイス）を発行することが義務付けられていました。
　しかし、事務負担の煩雑さを考慮し、1万円未満の少額な値引き等については、返還インボイスの交付を省略するこ
とができることになりそうです。こちらの改正案は、事業者の規模にかかわらずすべての事業者が対象となり、また期
間の制限もありません。

　その他の改正案１　ＮＩＳＡ制度の拡充など
　消費税のインボイス制度以外にも、注目すべき改正案がありますのでご紹介します。
一つ目が個人所得税のＮＩＳＡ制度の拡充と恒久化です。非課税とされる上限が引き上げられ、また期間が無期限とな
りました。数年前老後の 2,000 万円問題が話題になりましたが、投資を促す内容となっております。

　その他の改正案２　生前贈与加算７年間に延長
　こちらは相続税の改正案になります。現行制度では、相続があった場合、相続前３年間の贈与については、相続税の
計算上贈与がなかったものとして、相続財産に加算されて相続税が計算されます。この３年間の期間が７年間に延長さ
れることになります。生前贈与は相続税の節税対策として有効ですが、格差の固定化を防ぐことなどが目的のようです。

　最後に
　インボイス制度がいよいよ 10月から始まります。今回の改正案の内容を確認しつつ、税務署に対する届出や経理シ
ステムの修正など事前に準備すべきことがあるかと思いますので、お早めにご対応をお願い致します。（ご拝読ありがと
うございました。税務上正確でない表現があるかもしれませんが、皆様にお伝えすることを優先しておりますのでご理
解頂けますと幸いです。）

東京地方税理士会　藤沢支部
髙橋 健太郎税金よもやま話 第
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